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貸　　借　　対　　照　　表
（平成25年3月31日）

（単位：円）

資産の部

固定資産

有形固定資産

土地 604,100,000

建物 63,792,000

減価償却累計額 △12,011,536 51,780,464

工具器具備品 68,886,335

減価償却累計額 △43,594,552 25,291,783

図書 324,036,472

美術品・収蔵品 4,390,000

有形固定資産合計 1,009,598,719

無形固定資産

ソフトウェア 17,225,515

無形固定資産合計 17,225,515

投資その他の資産

長期貸付金 635,000

投資その他の資産合計 635,000

固定資産合計 1,027,459,234

流動資産

現金及び預金 123,120,624

未収学生納付金収入 487,500

徴収不能引当金 △487,500 0

未収入金 126,491

流動資産合計 123,247,115

資産合計 1,150,706,349

Ⅱ

2

3

Ⅰ

1
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（単位：円）

負債の部

固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 8,737,942

資産見返寄附金 9,830,504

資産見返物品受贈額 311,102,780 329,671,226

長期未払金

リース未払金 12,428,926

固定負債合計 342,100,152

流動負債

寄附金債務 11,117,100

預り研究費補助金等 1,349,670

預り金 3,357,357

未払金 87,493,791

未払消費税等 279,800

流動負債合計 103,597,718

負債合計 445,697,870

純資産の部

資本金

地方公共団体出資金 666,800,000

資本金合計 666,800,000

資本剰余金

資本剰余金 4,390,000

損益外減価償却累計額 △12,011,536

資本剰余金合計 △7,621,536

利益剰余金

教育研究の質の向上及び組織運営の改善等積立金 38,182,749

当期未処分利益 7,647,266

（うち当期総利益） ( 7,647,266 )

利益剰余金合計 45,830,015

純資産合計 705,008,479

負債・純資産合計 1,150,706,349

Ⅰ

Ⅰ

Ⅲ

Ⅱ

Ⅱ
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損　　益　　計　　算　　書
（平成24年4月1日～平成25年3月31日)

（単位：円）

経常費用

業務費

教育経費 105,050,582

研究経費 20,681,721

教育研究支援経費 7,280,511

受託研究費 5,496,499

受託事業費 4,995,685

役員人件費 14,216,373

教員人件費

常勤教員給与 393,272,603

非常勤教員給与 3,648,436 396,921,039

職員人件費

常勤職員給与 11,149,675

非常勤職員給与 27,761,346

派遣職員給与 116,252,778 155,163,799 709,806,209

一般管理費 76,352,752

財務費用 575,191

経常費用合計 786,734,152

経常収益

運営費交付金収益 360,194,516

授業料収益 251,745,000

入学料収益 73,640,000

入学考査料収益 12,564,000

受託研究等収益

国又は地方公共団体以外からの受託研究等収益 5,496,500

受託事業等収益

国又は地方公共団体からの受託事業等収益 5,197,305

補助金等収益 60,000,000

寄附金収益 1,278,871

資産見返負債戻入

資産見返物品受贈額戻入 225,610

資産見返運営費交付金等戻入 2,967,427

資産見返寄附金戻入 903,180 4,096,217

財務収益

受取利息 48,256

雑益

財産貸付料収入

職員宿舎料収入 3,639,060

寄宿料収入 10,167,600

その他の財産貸付料収入 491,019 14,297,679

文献複写料収入 30,850

間接経費収入 892,500

その他の雑益 1,554,998 16,776,027

経常収益合計 791,036,692

経常利益 4,302,540

当期純利益 4,302,540

目的積立金取崩額 3,344,726

当期総利益 7,647,266
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キャッシュ･フロー計算書
（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △96,742,791

人件費支出 △566,504,071

その他の業務支出 △61,639,258

運営費交付金収入 348,362,000

授業料収入 234,780,000

入学料収入 73,640,000

入学考査料収入 12,564,000

受託研究等収入 5,314,350

受託事業等収入 5,197,305

補助金等収入 60,000,000

寄附金収入 1,700,000

預り科学研究費補助金収支差額 1,349,670

その他の預り金収支差額 531,998

その他の収入 17,404,419

業務活動によるキャッシュ・フロー 35,957,622

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,821,190

長期貸付けによる支出 △635,000

定期預金の預入による支出 △790,000,000

定期預金の払戻による収入 790,000,000

小　計 △4,456,190

利息及び配当金の受取額 48,256

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,407,934

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △19,883,009

小　計 △19,883,009

利息の支払額 △575,191

財務活動によるキャッシュ・フロー △20,458,200

Ⅳ 資金増加額（又は減少額） 11,091,488

Ⅴ 資金期首残高 112,029,136

Ⅵ 資金期末残高 123,120,624
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利益の処分に関する書類

（平成25年8月30日）

(単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 7,647,266

当期総利益 7,647,266

Ⅱ 利益処分額

地方独立行政法人法第40条第3項により設立団体の長の

承認を受けた額

（教育研究の質の向上及び組織運営の改善等積立金） 7,647,266 7,647,266

- 5 -



行政サービス実施コスト計算書
（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

（単位：円）

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用

業務費 709,806,209

一般管理費 76,352,752

財務費用 575,191 786,734,152

(2) （控除）自己収入等

授業料収益 △251,745,000

入学料収益 △73,640,000

入学考査料収益 △12,564,000

受託研究等収益 △5,496,500

受託事業等収益 △5,197,305

寄附金収益 △1,278,871

資産見返負債戻入 △903,180

財務収益 △48,256

雑益 △15,883,527 △366,756,639

業務費用合計 419,977,513

Ⅱ 損益外減価償却相当額 3,002,884

Ⅲ 引当外賞与増加見積額 △816,369

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額 16,650,513

Ⅴ 機会費用

国又は地方公共団体財産の無償又は減額

された使用料による貸借取引の機会費用 122,321,429

地方公共団体出資の機会費用 3,699,807 126,021,236

Ⅵ 行政サービス実施コスト 564,835,777
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注　記　事　項

Ⅰ　重要な会計方針

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

期間進行基準を採用しています。

なお、以下の運営費交付金については、費用進行基準を採用しています。

（１）退職一時金に充当される運営費交付金

（２）山形県より使途の特定を受けている運営費交付金

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

　定額法を採用しています。

　耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としています。山形県から承継した

固定資産については承継時の残存耐用年数により、受託研究収入により購入した償却資産

については、受託研究期間で減価償却しています。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

６年～22年

５年～６年

　ただし、リース資産についてはリース期間を耐用年数とする定額法によっています。

　また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第85）の減価償却相当額については、

損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除しています。

（２）無形固定資産

　すべてリース資産であり、リース契約期間を耐用年数とする定額法によっています。

３．引当金の計上基準

（１）賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

　賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計

上していません。

　なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末

の引当外賞与増加見積額から当事業年度開始時点の同見積額を控除した額を計上していま

す。

（２）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

　退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る

引当金は計上していません。

　なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立

行政法人会計基準第87-4に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加

額を計上しております。

（３）徴収不能引当金の計上基準

　将来の授業料の滞納による損失に備えるため、滞納にかかる回収可能性を個別に勘案し

て計上しております。

工具器具備品

建 物
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４．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

（１）地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による賃貸取引の機会費用の計算方法

　地方公共団体の条例に定められた使用料を参考に計算した額を計上しています。

（２）地方公共団体出資等の機会費用の計算方法

　10年国債の平成25年３月末利回りを参考に0.560%で計算しています。

５．リース取引の会計処理

　リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理によっています。

６．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。

Ⅱ　貸借対照表関係

１．運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額

２．運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額

（山形県からの派遣職員に対する退職給付見積額は上記金額から除いています）

Ⅲ　キャッシュ・フロー計算書関係

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

２．重要な非資金取引

（１）無償譲与による資産の増加

Ⅳ　行政サービス実施コスト計算書関係

１．引当外退職給付増加見積額には、山形県からの派遣職員に係る引当外退職給付見積額

7,192,518円が含まれています。

２．機会費用の内訳

　機会費用はすべて設立団体に係るものです。

Ⅴ　金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　当法人は、資金運用については地方独立行政法人法第43条の規定に基づき預金のみを保有

しており、株式等は保有しておりません。

合 計

6,047,289円図 書

資 金 期 末 残 高

現 金 及 び 預 金

31,255,181円

244,921,368円

123,120,624円

123,120,624円

6,047,289円
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　また、資金調達に係る借入はありません。

２．金融商品の時価等に関する事項

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：円）

（１）現金及び預金

（２）未払金

（３）リース債務

（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注）金融商品の算定方法

（１）現金及び預金、並びに（２）未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

（３）リース債務

　リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った

場合に想定される利率で割り引く方法により算定しております。

Ⅵ　賃貸等不動産に関する注記

該当事項はありません。

Ⅶ　重要な債務負担行為

該当事項はありません。

Ⅷ　重要な後発事象

該当事項はありません。

(32,575,432)

時　価(※)

(32,637,102) (61,670)

差　額(※)

123,120,624 -

(67,347,285) -

貸借対照表計上額(※)

123,120,624

(67,347,285)
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附 属 明 細 書

（１）固定資産の取得、処分、減価償却費(「第85特定の償却資産の減価に係る会計処理」による

損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

- - 17,225,515計 53,699,970 - - 53,699,970 36,474,455 10,357,378 -

- - 17,225,515ソフトウェア 53,699,970 - - 53,699,970 36,474,455 10,357,378 -

無形固定資産

- - -17,056,112 1,009,598,719計 1,055,336,328 9,868,479 - 1,065,204,807 55,606,088

4,390,000- - - -

- -

美術品・収蔵品 4,390,000 - - 4,390,000 -

図書 316,650,893 7,385,579 - 324,036,472 - 324,036,472- -

25,291,78314,053,228 - - -工具器具備品 66,403,435 2,482,900 - 68,886,335 43,594,552

土地

51,780,464建物 63,792,000 - - 63,792,000 12,011,536

- - - 604,100,000

3,002,884 -

-- - 604,100,000 -

- -

-

- 4,390,000 - - - -美術品・収蔵品 4,390,000 -

有形固定資産
合計

土地 604,100,000

604,100,000

計 608,490,000 - - 608,490,000

- - - 604,100,000-

- - - - 608,490,000

有形固定資産
(非償却資産)

4,390,000

392,922,807 43,594,552 349,328,255

- -- 604,100,000

-

14,053,228 - - -

324,036,472図書 316,650,893 7,385,579 - 324,036,472 - - - - -

14,053,228 - - - 25,291,78368,886,335 43,594,552工具器具備品 66,403,435 2,482,900

計 383,054,328 9,868,479 -

有形固定資産
(特定償却資産外)

有形固定資産
(特定償却資産)

- -

3,002,884 - - - 51,780,464計 63,792,000 - - 63,792,000 12,011,536

63,792,000 12,011,536 3,002,884 - -建物 63,792,000 - 51,780,464

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

減価償却累計額
差引当期
期末残高

摘要

当期償却額
当期
損益内

当期
損益外

減損損失累計額
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（２）たな卸資産の明細

該当事項はありません。

（３）有価証券の明細

該当事項はありません。

（４）長期貸付金の明細
（単位：円）

（注１）三宅記念奨学金貸付規程により、貸与したものです

（５）長期借入金の明細

該当事項はありません。

（６）引当金の明細

　  貸付金等に対する貸倒引当金の明細

（注１）徴収不能引当金は、未収学生納付金収入にかかるものです。
（注２）徴収不能引当金は、授業料滞納にかかる回収可能性を個別に勘案して計上しております。

（７）資産除去債務の明細

該当事項はありません。

（８）保証債務の明細

該当事項はありません。

（９）資本金及び資本剰余金の明細
（単位：円）

区分

計

計

差引計

三宅記念奨学金貸与

合計

期首残高 当期増加額
回収額

当期減少額

区分

-             635,000       -             -             635,000       

-             635,000       -             -             635,000       

（注１）

摘要

（注１、２）

摘要期末残高

487,500    

487,500    

△7,621,536   

△12,011,536  

償却額

487,500    

666,800,000   

-          487,500    487,500    -          

期末残高

期末残高

期首残高 当期増減額 期末残高
摘要

貸倒引当金の残高

（単位：円）

地方公共団体出資金

-             

-             

4,390,000     

666,800,000   

-             

損益外減価償却累計額 △9,008,652   △3,002,884   

4,390,000     4,390,000     

-             

-             

4,390,000     -             無償譲与

666,800,000   -             

区分
貸付金等の残高

期首残高 当期増減額

-             

△4,618,652   △3,002,884   -             

合計 487,500    

徴収不能引当金

資本剰余金

資本金

期首残高 当期増加額 当期減少額

666,800,000   -             

-          487,500    487,500    -          
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（10）積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

① 積立金の明細
（単位：円）

（注１）当期増加額は、前期利益処分によるものです。当期減少額は、当該積立金の使途に沿った費用の発生によるものです

② 目的積立金取崩しの明細
（単位：円）

（11）運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

① 運営費交付金債務
（単位：円）

② 運営費交付金収益
（単位：円）

（12）地方公共団体等からの財源措置の明細

補助金等の明細
（単位：円）

教育研究の質の向上及び組織運営の改善等積立金

計

金 額

3,344,726             

3,344,726             

目的積立金取崩額

360,194,516              

- 13,170,806 - - - 

- - 348,362,000 - 

347,023,710              

区 分

期間進行基準

合計 13,170,806 348,362,000 360,194,516 1,338,290 

6,459,581     

交付年度 期首残高
交付金当期
交　付　額

3,344,726     38,182,749    

合計

地方独立行政法人法第40条第３項積立金 35,067,894    

35,067,894    3,344,726     38,182,749    

期末残高
運営費交付金

収益
資産見返

運営費交付金

建設仮勘定
見返運営費
交付金

資本剰余金 小計

当 期 振 替 額

摘 要

費用の発生

区 分

摘要

（注１）

平成24年度 - 348,362,000 347,023,710 1,338,290 

6,459,581     

地方独立行政法人法第40条第１項積立金

区 分 期首残高

-             

当期増加額 当期減少額 期末残高

-             -             

13,170,806 - 13,170,806 平成23年度

-             

摘要

当　　期　　振　　替　　額

平成23年度交付分 平成24年度交付分

-                        68,313,000               

- - 

資産見返
補助金等

資本剰余金
長期預り
補助金等

収益計上

合 計

68,313,000               

291,881,516              

361,532,806 - 

費用進行基準

合計

13,170,806               278,710,710              

13,170,806               

区分

合計 60,000,000 - - - - 60,000,000 

建設仮勘定見
返り補助金等

60,000,000 
米沢市新県立大学の支
援に関する助成金

60,000,000 - - - - 

当期交付額
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（13）役員及び教職員の給与の明細
（単位：円）

支給額及び支給人員
非常勤役員および非常勤教職員については、外数で下段に記載しています。
また、支給人員については平均支給人員で記載しています。
役員報酬基準及び教職員給与基準の概要
役員報酬基準については、「公立大学法人山形県立米沢女子短期大学役員報酬規程」に基づき支給しています。
教職員給与基準については、「公立大学法人山形県立米沢女子短期大学教職員給与支給規程」及び「公立大学法人
山形県立米沢女子短期大学非常勤教職員等就業規則」に基づき支給しています。
教職員退職給付基準の概要
教職員退職給付基準については、「公立大学法人山形県立米沢女子短期大学教職員退職手当規程」に基づき支給し
ています。
法定福利費
上記明細には法定福利費は含めていません。

（14）開示すべきセグメント情報

　公立大学法人山形県立米沢女子短期大学は単一の事業活動を営んでいるため、記載は省略

しています。

(注４)

(注１)

(注２)

(注３)

-          

計 451,239,730           83         24,109,550            3          

合計

常勤 423,397,021           58         24,109,550            3          

非常勤 27,842,709            25         -                     

-                     

計 438,960,336           78         24,109,550            3          

-          

教職員

常勤 411,397,282           57         24,109,550            3          

非常勤 27,563,054            21         

役員

計 12,279,394            5          -                     

-          

-          

非常勤 279,655               4          -          

常勤 11,999,739            1          -                     

区分
報酬又は給与 退職給付

支給額 支給人員 支給額 支給人員
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（15）業務費及び一般管理費の明細

（単位：円）

教育経費

消耗品費 2,019,738

備品費 98,700

印刷製本費 568,650

水道光熱費 18,380,323

旅費交通費 5,325,559

通信運搬費 2,104,385

賃借料 13,829,863

保守費 4,993,843

修繕費 714,425

損害保険料 10,791

広告宣伝費 2,000

行事費 1,232,275

会議費等 26,000

報酬・委託・手数料 20,484,910

奨学費 16,477,500

減価償却費 17,457,810

徴収不能引当金繰入額 487,500

雑費 836,310 105,050,582

研究経費

消耗品費 4,086,207

備品費 1,973,515

印刷製本費 1,132,312

水道光熱費 1,583,478

旅費交通費 5,126,339

通信運搬費 32,089

賃借料 56,478

保守費 250,745

修繕費 46,150

諸会費 340,500

会議費等 107,513

報酬・委託・手数料 1,072,545

減価償却費 747,180

雑費 4,126,670 20,681,721

教育研究支援経費

消耗品費 114,200

印刷製本費 331,170

水道光熱費 1,294,712

旅費交通費 35,333

通信運搬費 371,280

賃借料 997,778

保守費 72,419

諸会費 81,300

報酬・委託・手数料 759,723

減価償却費 1,511,359

雑費 1,711,237 7,280,511

受託研究費 5,496,499

受託事業費 4,995,685

役員人件費

報酬 9,323,455
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賞与 2,955,939

法定福利費 1,936,979 14,216,373

教員人件費

常勤教員給与

給料 225,448,233

賞与 73,700,283

退職給付費用 24,109,550

法定福利費 70,014,537 393,272,603

非常勤教員給与

給料 3,169,964

法定福利費 478,472 3,648,436 396,921,039

職員人件費

常勤職員給与

給料 7,013,460

賞与 2,387,804

法定福利費 1,748,411 11,149,675

非常勤職員給与

給料 24,393,090

法定福利費 3,368,256 27,761,346

派遣職員給与

給料 80,350,627

賞与 22,496,875

法定福利費 13,405,276 116,252,778 155,163,799

一般管理費

消耗品費 7,137,196

備品費 527,120

印刷製本費 1,908,606

水道光熱費 2,189,910

旅費交通費 5,595,335

通信運搬費 1,417,844

賃借料 3,815,630

車両燃料費 99,056

福利厚生費 710,335

保守費 1,182,241

修繕費 4,034,083

損害保険料 742,927

広告宣伝費 189,000

諸会費 1,159,462

会議費等 175,320

報酬・委託・手数料 39,405,624

租税公課 1,161,400

減価償却費 3,994,258

雑費 819,345

車両関係費 88,060 76,352,752
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（16）寄附金の明細
（単位：円）

上記のほか、以下の現物寄附があります。

　備品 89,800円

　消耗品 223,650円

　図書資料 237,496円

　図書 6,047,289円

（17）受託研究の明細受託研究の明細
（単位：円）

（18）共同研究の明細

該当事項はありません。

（19）受託事業等の明細

（単位：円）

（20）科学研究費補助金等の明細
（単位：円）

上記の当期受入額は間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については、外数で括弧内に記載しております。

合計 -                  5,197,305          

期末残高

2,226,453)(                   
2                           

645,000                     

期末残高

区分 当期受入額 件数

200,000            5,296,500          

区分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益

合計
3,075,885)(                   

摘要

224,432)(                     

大学 1,700,000                   2                           

合計 200,000            

-                  

区分 期首残高

基盤研究（Ｃ）

当期受入額 件数

625,000)(                     

摘要種目

基盤研究（Ｂ） 2                           

60,000                      
1                           若手研究（Ｂ）

892,500                     

-                  

187,500                     

5,197,305          -                  

5                           

-                  大学 5,496,500          

5,296,500          5,496,500          -                  

大学 5,197,305          5,197,305          

当期受入額 受託事業等収益
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（21）上記以外の主な資産、負債、費用および収益の明細

現金及び預金の明細
（単位：円）

資産見返物品受贈額の明細
（単位：円）

未払金の明細
（単位：円）

9,298,800                     

財団法人　山形県建設技術センター 5,985,000                     

株式会社シグマ

計 87,493,791                    

リース債務 20,146,506                    

一般財団法人　日本開発構想研究所

丸善株式会社　仙台支店 5,823,300                     

その他 42,462,495                    

1,986,075                     

計 311,102,780                   

区 分 期 末 残 高 備 考

310,543,532                   

区 分 期 末 残 高 備 考

現金 36,780                        

富士通リース株式会社 1,791,615                     

普通預金 123,083,844                   

計 123,120,624                   

期 末 残 高 備 考

工具器具備品 559,248                       

区 分

図書
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